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Ⅰ. 2026年度 第２四半期決算



１．連結業績概要 １

◼ 売上高（営業収益）は、総販売電力量の増加などにより、7,919億円と前年同期に比べ

656億円の増収となりました。

◼ 営業損益は、総販売電力量の増加はありましたが、燃料費等調整制度の期ずれ差損の影

響に加え、島根原子力発電所２号機の定期事業者検査による稼働停止に伴う原料費増

などにより、48億円の損失となり、前年同期に比べ957億円の減益となりました。

◼ 支払利息などの営業外損益を加えた経常損益は、49億円の損失となり、前年同期に比べ

894億円の減益となりました。

◼ 法人税などを控除した結果、親会社株主に帰属する中間純損益は、59億円の純損失とな
り、前年同期に比べ707億円の減益となりました。

2026年度
第２四半期

（A） 

2025年度
第２四半期

（B） 

増 減
（A‐B） 

増減率 
(A‐B)/B 

売 上 高 7,919 7,262 656 9.0％

営 業 利 益 ▲48 909 ▲957 －

経 常 利 益 ▲49 845 ▲894 －

親会社株主に帰属する
中 間 純 利 益 ▲59 647 ▲707 －

（単位：億円） 



２．連結損益計算書 ２

2026年度
第２四半期

（A） 

2025年度
第２四半期

（B） 

増 減
（A-B） 

経 常 収 益 8,163 7,416 746

売上高（営業収益） 7,919 7,262 656

営 業 外 収 益 244 154 90

経 常 費 用 8,213 6,571 1,641

営 業 費 用 7,967 6,353 1,614

営 業 外 費 用 246 218 27

営 業 利 益 ▲48 909 ▲957

経 常 利 益 ▲49 845 ▲894

特 別 利 益 － 43
(注)  

▲43

法 人 税 ほ か 9 241 ▲231

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
中 間 純 利 益 ▲59 647 ▲707

（単位：億円） 

 

注：「核燃料売却益」を計上している。



2025年度
第２四半期 連 結 経 常 利 益 ▲894億円 2026年度

第２四半期

３．経常利益の変動要因【連結】 ４３．経常利益の変動要因【連結】 ４３．連結経常利益の変動要因 ３
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注１：燃料費調整期ずれと市場価格調整(注２)期ずれの合計値。〔 〕内は燃料費調整期ずれの金額。
注２：卸電力市場価格の変動を高圧・特別高圧のお客さまの電気料金に反映させる制度。

支払利息の増 ▲31  など

（億円）

燃料費等調整期ずれ(注１)

総販売電力量
の増

【645】
【251】【 】内は燃料費等調整期ずれ影響(注１)を除いた利益

2025.2Q：＋200程度 〔+160程度〕

2026.2Q：▲300程度 〔▲210程度〕



４．総販売電力量 ４ 

（単位：億kWh）

注１：中国電力の総販売電力量を記載している。
注２：自社用電力に係る小売販売電力量およびインバランス・調整電源等に係る他社販売電力量を含んでいない。
注３：四捨五入の関係で合計が一致しない場合がある。

2026年度
第２四半期

（A）

2025年度
第２四半期

（B）

増 減
（A‐B）

増減率
(A‐B)/B

総 販 売 電 力 量 308.5 285.5 23.1 8.1%

小売販売電力量

電 灯 64.4 68.1 ▲3.7 ▲5.5％

電 力 163.7 153.7 9.9 6.5％

計 228.0 221.9 6.2 2.8％

他 社 販 売 電 力 量 80.5 63.6 16.9 26.5％

◼ 総販売電力量は、308.5億kWhと前年同期に比べ8.1％の増加となりました。

◼ 小売販売電力量は、228.0億kWhと前年同期に比べ2.8％の増加となりました。

◼ 他社販売電力量は、80.5億kWhと前年同期に比べ26.5％の増加となりました。



５．発受電電力量 ５

注１：中国電力の発受電電力量を記載している。
注２：島根原子力発電所２号機は、定期事業者検査により2026年２月９日から稼働を停止していたが、2026年８月19日に発電機を並列
         し、発電を再開している。
注３：他社受電は、インバランス・調整電源等に係る電力量を含んでおり、期末時点で把握している電力量を記載している。
注４：発受電電力量合計と総販売電力量の差は損失電力量等である。
注５：四捨五入の関係で合計が一致しない場合がある。

◼ 発受電電力量は、328.3億kWhと前年同期に比べ6.8％の増加となりました。

◼ 原子力発電は、島根原子力発電所２号機の定期事業者検査による稼働停止により減少しました。

◼ 自社の火力発電および他社受電は、総販売電力量の増加や原子力発電の減少などにより増
加しました。

（単位：億kWh）

2026年度
第２四半期

（A）

2025年度
第２四半期

（B）

増 減
（A‐B）

増減率
(A‐B)/B

発 受 電 電 力 量 328.3 307.5 20.8 6.8％

自 社 165.1 180.9 ▲15.8 ▲8.7%

（出水率） (79.6％) (85.8％) (▲6.2％)

水 力 18.9 19.1 ▲0.2 ▲1.1％

火 力 136.4 124.1 12.3 9.9%

（設備利用率） (23.5％) (102.0％) (▲78.5％)

原 子 力 8.5 36.7 ▲28.3 ▲76.9％

新 エ ネ ル ギ ー 等 1.3 1.0 0.3 33.0%

他 社 受 電 173.1 136.6 36.5 26.7％

揚 水 動 力 ▲9.9 ▲10.0 0.1 ▲0.9%



６．セグメント情報概要 ６

2026年度
第２四半期

（A）

2025年度
第２四半期

（B）

増 減    
（A-B）  

総 合 エ ネ ル ギ ー 事 業
売 上 高 7,142 6,754 387
営業利益 ▲191 748 ▲939

送 配 電 事 業
売 上 高 2,669 2,401 267
営業利益 110 151 ▲41

情 報 通 信 事 業
売 上 高 228 229 ▲0
営業利益 9 19 ▲10

そ の 他
売 上 高 140 136 3
営業利益 ▲3 ▲0 ▲2

調 整 額
売 上 高 (▲2,262) (▲2,260) (▲1)
営業利益 (26) (▲9) (35)

合 計
売 上 高 7,919 7,262 656
営業利益 ▲48 909 ▲957

◼ 総合エネルギー事業は、総販売電力量の増加はありましたが、燃料費等調整制度の期ずれ差
損の影響に加え、島根原子力発電所２号機の定期事業者検査による稼働停止に伴う原料費
増などにより減益となりました。

◼ 送配電事業は、基準接続託送収益の減少や減価償却費などの営業費用の増加により減益と
なりました。

注：2026年度第１四半期より一部の連結子会社のセグメント区分を変更したことに伴い、前年同期実績を変更後のセグメント区分に基づき
記載している。

（単位：億円）



７．主要諸元 ７

2026年度

第２四半期
（A） 

2025年度

第２四半期
（B）

増 減
（A-B） 

為替レート

（インターバンク）
（円／＄） 159 146 13

原油ＣＩＦ価格

（全日本）
（＄／ｂ） 108.1 73.7 34.4

海外炭ＣＩＦ価格

（全日本）
（＄／ｔ） 144.0 120.2 23.8

原子力設備利用率 （％） 23.5 102.0 ▲78.5

注：2026年度 第２四半期の原油および海外炭ＣＩＦ価格は速報値。



参考資料（損益計算書関係・貸借対照表関係【連結】） 8 

2026年度 第２四半期 2025年度 第２四半期

損

益

計

算

書

関

係

決 算 概 要
４年ぶり

増収（ 656億円）
減益（▲894億円）

５年ぶり
減収（▲156億円）
増益（   191億円）

売 上 高 7,919億円 7,262億円

営 業 利 益 ▲48億円 909億円

経 常 利 益 ▲49億円 845億円

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る

中 間 純 利 益 ▲59億円 647億円

2026年度 第２四半期 2025年度

貸

借

対

照

表

関

係

総 資 産 ４兆6,518億円 ４兆6,205億円

純 資 産 7,715億円 7,752億円

自 己 資 本 比 率
16.6％

（18.8％(注２) ）

16.8％

（19.0%(注２) ）

有 利 子 負 債 残 高 ３兆4,169億円 ３兆3,325億円

注１：決算概要における増益・減益は経常利益ベース。
注２：調達済のハイブリッド社債（2021年12月３日お知らせ済み）のうち500億円、トランジション・リンク・ハイブリッド・ローン

（2022年９月29日お知らせ済み）のうち500億円を自己資本とした場合の自己資本比率。



Ⅱ. 2026年度 業績予想・配当方針



１．連結業績予想の概要

（単位：億円）

◼ 託送料金の見直しによる収支改善を見込むものの、燃料価格高騰などに伴う燃料費等調整制
度の期ずれ差損の拡大や、需給収支の悪化などにより、前回予想に比べ連結経常利益は減益
を見込みますが、有価証券の売却益により、親会社株主に帰属する当期純利益は増益となる
見込みです。

９

自 己 資 本 比 率
17.3%程度

(19.5%程度(注))
16.9%程度

(19.1%程度(注))

設 備 投 資 額 4,000程度 4,300程度 ▲300

2026年度
今回予想
（A）

2026年度
前回予想

［2026年４月］
（B）

増 減
（A-B）

売 上 高 16,300 14,900 1,400

営 業 利 益 430 520 ▲90

経 常 利 益 380 400 ▲20

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る

当 期 純 利 益 350 310 40

16.8%
(19.0%(注))

2,806

【参考】
2025年度

実績

14,423

902

802

685

注：調達済のハイブリッド社債（2021年12月３日お知らせ済み）のうち500億円、トランジション・リンク・ハイブリッド・ローン
（2022年９月29日お知らせ済み）のうち500億円を自己資本とした場合の自己資本比率。



２．連結経常利益の変動要因（対前回予想） 10 

前回予想 連 結 経 常 利 益 ▲20億円 今回予想

【 】内は燃料費等調整期ずれ影響(注１)を除いた利益
注１：燃料費調整期ずれと市場価格調整(注２)期ずれの合計値。〔 〕内は燃料費調整期ずれの金額。
注２：卸電力市場価格の変動を高圧・特別高圧のお客さまの電気料金に反映させる制度。
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３．セグメント別業績予想（対前回予想） 11 

（単位：億円）

◼ 総合エネルギー事業は、燃料価格高騰などに伴う燃料費等調整制度の期ずれ差損の拡大や需
給収支の悪化などにより、前回予想に比べ減益を見込んでいます。

◼ 送配電事業は、託送料金の見直しに伴い、前回予想に比べ増益を見込んでいます。

2026年度
今回予想 
（A）  

2026年度
前回予想

[2026年４月] 
（B）  

増 減    
（A-B）  

【参考】
2025年度

実績

総合エネルギー事業
売 上 高 15,200程度 14,140程度 1,060 13,324
営業利益 200程度 440程度 ▲240 724

送 配 電 事 業
売 上 高 4,670程度 4,170程度 500 4,798
営業利益 200程度 90程度 110 129

情 報 通 信 事 業
売 上 高 490程度 490程度 － 498
営業利益 20程度 20程度 － 48

そ の 他
売 上 高 400程度 400程度 － 380
営業利益 20程度 20程度 － 29

調 整 額
売 上 高 (▲4,460程度) (▲4,300程度) (▲160) (▲4,577)
営業利益 (▲10程度) (▲50程度) (40) (▲30)

合 計
売 上 高 16,300程度 14,900程度 1,400 14,423
営業利益 430程度 520程度 ▲90 902

注：2026年度第１四半期より一部の連結子会社のセグメント区分を変更したことに伴い、前年度実績を変更後のセグメント区分に基づき
記載している。
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参考資料（連結経常利益の変動要因 [対前年度実績]）12 

2025年度
実績 連 結 経 常 利 益 ▲422億円 今回予想

燃料費等調整期ずれ影響(注１)

2025年度：+140程度〔+100程度〕
2026年度：▲380程度〔▲300程度〕

【662】 【760】

送配電事業の
営業利益増

2025年度：88%
2026年度：63％

原子力稼働減

総販売電力量
の増

その他

（億円）

【 】内は燃料費等調整期ずれ影響(注１)を除いた利益
注１：燃料費調整期ずれと市場価格調整(注２)期ずれの合計値。〔 〕内は燃料費調整期ずれの金額。
注２：卸電力市場価格の変動を高圧・特別高圧のお客さまの電気料金に反映させる制度。



４－１．資本収益性（ROIC・ROE） 13 

【ROE（燃料費等調整期ずれ除き）】【ROIC（燃料費等調整期ずれ除き）】

◼ 燃料費等調整制度の期ずれ影響を除いた利益は増加しており、ROIC・ROEともに前回予想か
ら改善する見込みです。

1.7%
1.6%程度

1.7%程度

0.0%

0.5%

1.0%

1.5%

2.0%

2025年度

実績

2026年度

前回予想

2026年度

今回予想

7.8%

6.7%程度

7.8%程度

5.0%

5.5%

6.0%

6.5%

7.0%

7.5%

8.0%

2025年度

実績

2026年度

前回予想

2026年度

今回予想

WACC
1.2％

株主資本コスト
6.0％

注１：ROICの投下資本およびROEの自己資本はいずれも期首・期末平均値で算定。
注２：ROIC算定に用いる利益は営業利益に受取配当金等を加味した事業利益（税引き後）。
注３：WACCおよび株主資本コストはCAPMに基づき算定。
注４：WACCの算定にあたり、株主資本は時価評価している。PBRを1倍とした場合のWACCは1.7％となる。
注５：β値は0.66（2025年度の当社値）、マーケットリスクプレミアムは6.5％。
注６：燃料費調整期ずれに加え、市場価格調整期ずれも控除して算定する方法に変更し、2025年度実績および前回予想値も修正。



４－２．資本収益性（セグメント別ROIC） 14 

2026年度今回予想 2025年度実績

営業利益 ROIC 営業利益 ROIC

総合エネルギー事業
200億円程度

［440億円程度］

1.7％程度
［2.1％程度］

724億円 1.9％

送配電事業
200億円程度

［90億円程度］

1.3％程度
［0.6％程度］

129億円 0.9％

情報通信事業
20億円程度

［20億円程度］

2.5％程度
［2.5％程度］

48億円 6.1％

注１：総合エネルギー事業のROICは、燃料費等調整期ずれ影響を除いて算定している。
注２：［］内は2026年４月28日公表値（燃料費等調整期ずれ影響を除いて再算定）。
注３：ROICの投下資本は期首・期末平均値で算定。
注４：ROIC算定に用いる利益は営業利益に受取配当金等を加味した事業利益（税引き後）。
注５：2026年度第１四半期より一部の連結子会社のセグメント区分を変更したことに伴い、前年度実績を変更後のセグメント区分に基づき記載している。



５．連結業績予想の受け止め 15 

◼ 送配電事業における託送料金の見直しによる収支改善を見込むものの、燃料価格高騰などに
伴う燃料費等調整制度の期ずれ差損の拡大や、需給収支の悪化などにより、連結経常利益
は前回予想に比べ減益を見込んでいます。

◼ 一方で、親会社株主に帰属する当期純利益については、有価証券の売却益により、前回予
想に比べ増益を見込んでいます。

◼ 中東情勢の悪化に伴う燃料価格等の高騰影響の長期化に加え、物価や金利の上昇など事
業環境は厳しさを増していますが、９月から営業運転を再開した島根原子力発電所２号機の
安定稼働や経営全般にわたる効率化などに努め、業績の改善に取り組んでまいります。



６．前提となる主要諸元 16 

■ 諸元変動による原料費への影響額  

2026年度
今回予想
（A）

2026年度
前回予想

[2026年４月]

（B）

増 減
（A-B）

総販売電力量 （億kWh） 621 604 17

為替レート（ｲﾝﾀｰﾊﾞﾝｸ） （円／＄） 157 160 ▲3

全日本原油ＣＩＦ価格 （＄／b） 104 100 4

原子力設備利用率 （％） 63 64 ▲1

2026年度
今回予想
（A）

2026年度
前回予想

[2026年４月]

（B）

増 減
（A-B）

【参考】
2025年度

実績

為替レート （１円／＄） 22 21 1 18

全日本原油ＣＩＦ価格 （１＄／ｂ） 15 14 1 14

出水率 （１％） 3 3 － 3

原子力設備利用率 （１％） 7 7 － 7

注１：総販売電力量は中国電力の小売販売電力量と他社販売電力量の合計値。
注２：総販売電力量には自社用電力に係る小売販売電力量およびインバランス・調整電源に係る他社販売電力量を含んでいない。

【参考】
2025年度

実績

568.1

151

71.4

87.9

（単位：億円） 



７．配当方針 17 

《配当の状況》 （単位：円／株） 

◼ 当社は、財務基盤の回復過程においても株主の皆さまに安定的な配当を行っていく趣旨から、配当
の決定にあたっては2026年度からDOE（株主資本配当率）の考え方を導入し、島根３号機の
営業運転開始までは、DOE２％を目指しつつ財務基盤の回復状況などを総合的に勘案して決定
することとしています。

◼ この配当方針のもと、資本市場との対話を進めるなかで、中長期的な成長に向けて着実に取り組む
うえでは株主・投資家の皆さまからの理解・支持が一層必要と認識し、このたび、島根３号機の審
査の進捗や財務基盤の回復状況なども総合的に勘案のうえ、2026年度の年間配当予想について、
１株あたり40円（DOE２％程度）としました。

◼ 中間配当金については１株あたり20円とすることを本日の取締役会において決定し、期末配当予
想については１株あたり20円としました。

17 



（参考）2026年度 第２四半期決算 補足データ

○作業済



１．キャッシュ・フロー計算書（連結） 18 

2026年度

第2四半期

（A）

2025年度

第2四半期

（B）

増 減

（A-B） 

営業活動ＣＦ
（収入）

▲134 1,332 ▲1,467

投資活動ＣＦ 
（支出▲）

▲1,454 ▲1,035 ▲419

フリーＣＦ ▲1,589 296 ▲1,886

財務活動ＣＦ 762 1,720 ▲958

現金および現金同等物 
（増減額）

▲870 2,011

（単位：億円）   
○作業済



２－１．収支概要（中国電力）

2026年度 第２四半期
（A）

2025年度 第２四半期
（B）

増減
（A-B）

経常収益 7,233 6,626 606

売上高（営業収益） 6,917 6,412 504

電気料金収入 4,637 4,718 ▲81

その他 2,280 1,694 585

営業外収益 315 214 101

経常費用 7,382 5,881 1,500

営業費用 7,141 5,698 1,442

人件費 232 214 17

（再掲）退職給与金 9 1 8

原料費 3,944 2,793 1,151

燃料費 1,390 1,140 249

他社購入電力料 2,554 1,652 901

修繕費 441 234 207

減価償却費 397 399 ▲2

原子力バックエンド費用 26 87 ▲61

接続供給託送料 1,287 1,307 ▲19

その他 811 661 149

営業外費用 241 182 58

経常利益
（営業利益再掲）

▲149
（▲223）

745
（713）

▲894
（▲937）

渇水準備金 － － －

特別利益 － 43 ▲43

特別損失 － － －

法人税ほか ▲29 197 ▲226

中間純利益 ▲120 592 ▲712

（単位：億円）

19 

中国電力【個別】○作業済



２－２．収支概要（中国電力ネットワーク）

2026年度 第２四半期
（A）

2025年度 第２四半期
（B）

増減
（A-B）

経常収益 2,649 2,373 275

売上高（営業収益） 2,630 2,366 264

託送収益 1,643 1,636 6

その他 986 729 257

営業外収益 18 7 11

経常費用 2,571 2,253 317

営業費用 2,526 2,216 310

人件費 234 226 8

（再掲）退職給与金 8 3 5

原料費 1,165 892 272

燃料費 20 13 6

他社購入電力料 等 1,145 878 266

修繕費 309 311 ▲2

減価償却費 228 216 12

その他 588 570 18

営業外費用 44 37 6

経常利益
（営業利益再掲）

78
（103）

119
（150）

▲41
（▲46）

法人税ほか 19 29 ▲9

中間純利益 58 90 ▲32

中国電力ネットワーク【個別】

20 

（単位：億円）

＜参考＞中国エリアの電力需要 （単位：億kWh）

2026年度 第２四半期 2025年度 第２四半期 差

266.9 270.9 ▲4.0

○作業済



３．総販売電力量の月別推移

（単位：億kWh）

注１：中国電力の総販売電力量を記載しています。

注２：自社用電力にかかる小売販売電力量およびインバランス・調整電源等にかかる他社販売電力量を含みません。

注３：（ ）内は、対前年増減率を記載しています。

注４：四捨五入の関係で合計が一致しない場合があります。

（単位：℃）＜参考＞月別平均気温実績（広島地方気象台）

■2026年度 第２四半期実績

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

実績 16.4 21.1 23.1 29.3 30.5 25.6 － － － － － －

平年差 1.6 1.5 ▲0.1 2.1 2.0 0.9 － － － － － －

前年差 0.9 1.5 ▲1.6 ▲0.5 0.8 ▲1.4 － － － － － －

21 

4月 5月 6月 ７月 ８月 ９月 累計 10月 11月 12月 1月 2月 3月

総販売電力量 47.9
(14.0%)

44.3
(12.4%)

47.1
(6.2%)

52.7
(2.6%)

59.4
(7.9%)

57.1
(7.2%)

308.5
(8.1%)

－ － － － － －

小売販売
電力量

電灯 11.6
(▲2.5%)

9.2
(▲3.1%)

8.2
(▲8.9%)

9.8
(▲11.4%)

13.9
(0.7%)

11.6
(▲9.2%)

64.4
(▲5.5%)

－ － － － － －

電力 25.0
(10.0%)

23.9
(6.7%)

26.1
(8.3%)

28.9
(3.5%)

30.3
(7.3%)

29.5
(3.9%)

163.7
(6.5%)

－ － － － － －

計 36.7
(5.7%)

33.1
(3.8%)

34.3
(3.6%)

38.7
(▲0.8%)

44.3
(5.1%)

41.1
(▲0.1%)

228.0
(2.8%)

－ － － － － －

他社販売電力量 11.3
(53.0%)

11.2
(49.1%)

12.8
(13.7%)

14.0
(13.3%)

15.1
(17.0%)

16.1
(32.0%)

80.5
(26.5%)

－ － － － － －

○作業済



（２）市場価格調整期ずれ影響（注2）のイメージ

注１：燃料費調整期ずれ影響とは、燃料価格の電気料金（平均燃料価格）への反映にタイムラグ（遅れ）があるために生じる利益影響です。
注２：市場価格調整期ずれ影響とは、市場価格の電気料金（平均市場価格）への反映にタイムラグ（遅れ）があるために生じる利益影響です。

数値が大きくて、追加部分のデータラベル
が出ない場合は、右側に隠れている軸ラベ
ルを右クリックして、軸の書式変更

軸
ラ
ベ
ル

2025/4 2026/4

燃料価格（費用）

平均燃料価格

（３～５か月前の燃料価格を参照）

2026年度 第２四半期
差損 ２１０億円程度

2025/10 2026/10

４．燃料費等調整期ずれ影響のイメージ 22 

（１） 燃料費調整期ずれ影響（注1）のイメージ

タイトル修正
燃料消費実績を削除

2025年度 第２四半期
差益 １６０億円程度

軸
ラ
ベ
ル

2025/4 2026/4

市場価格（費用）

平均市場価格（収入）

2026年度 第２四半期
差損 ９０億円程度

2025/10 2026/10

2025年度 第２四半期
差益 ４０億円程度

2025年度 2026年度

１Q ２Q １Q ２Q

重油
75$/b

（1万kL）
72$/b

（4万kL）
113$/b
（1万kL）

106$/b
（5万kL）

石炭
121$/t

（117万t）
120$/t

（155万t）
139$/t

（132万t）
147$/t

（174万t）

LNG
597$/t
（22万t）

571$/t
（28万t）

586$/t
（22万t）

730$/t
（30万t）

（参考）燃料価格

2025年度 2026年度

１Q ２Q １Q ２Q

市場価格 9.9 12.1 14.6 18.7

（参考）市場価格 （単位：円/kWh）

（出典：財務省貿易統計）

（出典：日本卸電力取引所）

（ ）内は中国電力の燃料消費実績



５．設備投資額

中国電力 中国電力ネットワーク

2026年度
第２四半期

（A）

2025年度
第２四半期

（B）

増減
（A-B）

2026年度
第２四半期

（A）

2025年度
第２四半期

（B）

増減
（A-B）

設備投資
807

(756)
603

(540)
204

(216)
521 343 178

注：（ ）内は、電源関係の設備投資を再掲しています。

23 

（単位：億円）○作業済



６．有利子負債・金利・支払利息

（１） 有利子負債（連結）の内訳   

2026年度
第２四半期末

（A）

2025年度末 
（B） 

増 減  
（A‐B）

有利子負債残高 34,169 33,325 843

社債 12,766 12,816 ▲50

長期借入金 21,048 20,165 883

短期借入金 117 103 13

コマーシャルペーパー ー ー ー

リース債務 236 240 ▲3

2026年度
第２四半期

2025年度
第２四半期

【参考】
2025年度

期中平均 1.12% 0.90% 0.94%

（２） 金利（中国電力）  

（単位：億円）

（３）支払利息（中国電力）  

2026年度
第２四半期

2025年度
第２四半期

支払利息 163 130

（単位：億円）

24 

2024年度 2023年度

支払利息 142 123

小数第三位四捨五入→

○作業済



７．売上高・利益の推移 25 

売上高（連結）

7,497

8,415

7,419
7,262

7,919

2022年度
２Q

2023年度
２Q

2024年度
２Q

2025年度
２Q

2026年度
２Q

（単位：億円）
販売電力量

224.7 218.7 202.7 221.9 228.0 

47.9 41.5 44.9 
63.6 80.5 

2022年度
２Q

2023年度
２Q

2024年度
２Q

2025年度
２Q

2026年度
２Q

（単位：億kWh）

経常利益（連結）

▲ 685

1,619

654 845

▲ 49

2022年度
２Q

2023年度
２Q

2024年度
２Q

2025年度
２Q

2026年度
２Q

（単位：億円）

注：（ ）は燃料費等調整期ずれ影響額を再掲。

（200）
（▲10）

（830）

（▲1,200）

当期純利益（連結）

▲ 560

1,230

516 647

▲ 59

2022年度
２Q

2023年度
２Q

2024年度
２Q

2025年度
２Q

2026年度
２Q

（単位：億円）

小売販売

他社販売

（▲300）

総販売308.5
285.5

247.6260.2272.6

2023～2025 市場期ずれ控除

○作業済



８．四半期ごとの連結経常利益推移 26 

（単位：億円）

▲ 313
▲ 372

▲ 554

171

826 793

34

287
373

280 287
343 339

505

51

▲ 94
▲ 32 ▲ 16

1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q

燃料費等調整期ずれ影響を除いた連結経常利益

2022年度 2023年度 2024年度 2025年度 2026年度

（2026年度2Q修正）
折れ線の要素 経常利益水準→連結経常利益
棒グラフ →要素追加「連結経常利益」
期ずれ除きに市場期ずれ控除追加

連結経常利益

○作業済



９－１．財務指標の推移① 27 

自己資本比率（連結）

40,400 
41,332 

43,609 46,205 46,518 

4,554 6,134 7,058 7,752 7,715 

11.1%

14.6%
16.2% 16.8% 16.6%

2022年度 2023年度 2024年度 2025年度 2026年度
第２四半期

総資産
（億円）

純資産
（億円）

有利子負債残高（連結）

30,220 30,042 31,813 33,325 34,169

2022年度 2023年度 2024年度 2025年度 2026年度
第２四半期

（単位：億円）

期中平均金利（中国電力）

0.49% 0.59% 0.72% 0.94% 1.12%

自己資本比率

○作業済



９－２．財務指標の推移② 28 

キャッシュフロー（連結）

3

▲ 626

2,713
1,860

2,372

▲ 2,063 ▲ 2,250 ▲ 2,020

▲ 3,588

▲ 2,362
▲ 2,060

▲ 2,877

693

▲ 1,728

10

2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度

フリーCF
営業CF

投資CF

EPS（連結）/配当金

▲ 110.21

▲ 431.30

370.59
273.70

190.61
40 0 35 27 27

2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度

（単位：円／株）

（単位：億円）

EPS

配当金

○作業済



９－３．財務指標の推移③ 29 

PBR（株価純資産倍率）

0.5 0.5 

0.7 

0.4 0.5 

2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度

ROE（自己資本利益率）

▲ 6.3

▲ 29.5

25.4
15.0

9.2
2.3

▲ 12.2
12.6 14.6 7.9

2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度

（単位：%）

（単位：倍）

1.0

注：年度末値（3月末時点）を掲載。

注：燃料費調整期ずれに加え、市場価格調整期ずれも控除して算定する方法に変更したため、2023年度～2025年度実績を修正。

ROE

ROE（燃料費等調整期ずれ影響除き）(注)



９－４．財務指標の推移④ 30 

ROIC（投下資本利益率）

▲ 1.2 ▲ 1.7

4.4
3.0

1.9
0.6 0.4

2.3 2.6 1.6

2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度

（単位：%）

注：燃料費調整期ずれに加え、市場価格調整期ずれも控除して算定する方法に変更したため、2023年度～2025年度実績を修正。

ROIC

ROIC（燃料費等調整期ずれ影響除き）(注)



参考資料（当社グループの取り組み）

✓ 中国電力グループ経営ビジョン２０４０
https://www.energia.co.jp/ir/irkeiei/groupvision.html

✓ Action Plan （経営計画の概要）     
https://www.energia.co.jp/ir/irkeiei/gaiyou.html

✓ 中国電力グループ「2050年カーボンニュートラル」への挑戦
https://www.energia.co.jp/tokusetu_site/carbon-neutral/index.html?topbnr=cn2050

✓ 中国電力グループ統合報告書                         
https://www.energia.co.jp/ir/irzaimu/annual.html

✓ 中国電力グループ サステナビリティ経営の推進
https://www.energia.co.jp/corp/esg/index.html

⚫ 2025年９月30日に「中国電力グループ経営ビジョン2040」を公表しました。

⚫ また、日本政府の2050年カーボンニュートラル宣言を踏まえ、当社グループは「2050年カーボ
ンニュートラル」への挑戦を表明しています。

⚫ 一連の不適切事案について、信頼の回復に向けた取り組みの対応状況を公表しています。

✓ 不適切事案を踏まえた再発防止の取り組み状況について
https://www.energia.co.jp/corp/active/preventive/index.html

○作業済

https://www.energia.co.jp/ir/irkeiei/groupvision.html
https://www.energia.co.jp/ir/irkeiei/gaiyou.html
https://www.energia.co.jp/tokusetu_site/carbon-neutral/index.html?topbnr=cn2050
https://www.energia.co.jp/tokusetu_site/carbon-neutral/index.html?topbnr=cn2050
https://www.energia.co.jp/tokusetu_site/carbon-neutral/index.html?topbnr=cn2050
https://www.energia.co.jp/ir/irzaimu/annual.html
https://www.energia.co.jp/corp/esg/index.html
https://www.energia.co.jp/corp/active/preventive/index.html


◼ 当資料のいかなる情報も、当社株式の購入や売却等を勧誘するものではありません。また、
当社は当資料の内容に関し、いかなる保証をするものでもありません。

◼ 投資を行う際には、必ず当社が発行する有価証券報告書等の財務資料をご覧いただいた上
で、ご自身の判断でなされるようお願い致します。

◼ 内容につきましては細心の注意を払ってはおりますが、掲載された情報の誤りおよび当資料
に掲載された情報に基づいて被ったいかなる損害についても、当社および情報提供者は一切
責任を負いかねます。

◼ 当資料に記載されている当社の現在の計画、戦略などのうち、歴史的事実でないものは、将
来の実績等に関する見通しであり、これらの将来予測には、リスクや不確定な要因を含んでお
ります。そのため、実際の業績につきましては、記載の見通しと大きく異なる結果となる
ことがあり得ます。従って、当社として、その確実性を保証するものではありませんのでご了承く
ださい。

＜お問い合わせ先＞

 〒730-8701  広島市中区小町4-33

 中国電力株式会社 経営管理部門 経営計画部 ＩＲ・経営分析グループ

Tel 082-544-2786

E-mail info.ir.cg@hd.energia.co.jp

URL https://www.energia.co.jp/ir_info/index.html

○作業済


